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平成26年７月23日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 メ ガ ロ ス

代表者名 代表取締役社長 大 橋  充

（コード番号：２１６５）

問合せ先 取 締 役 小 林  利 彦

（ TEL. ０３-５７２０-７５００）

 

 

ストックオプション（新株予約権）の発行に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、ストックオプションとして割り当てる新株予約権につ

いて、下記のとおり決議しましたのでお知らせします。 

 

記 

１．発行する新株予約権 

(1) 株式会社メガロス 2014年度第１回新株予約権 

（常勤取締役を対象） 

(2) 株式会社メガロス 2014年度第２回新株予約権 

（常勤取締役及び従業員を対象） 

 

２．新株予約権の種類と発行する理由 

「株式会社メガロス 2014年度第１回新株予約権」は｢株式報酬型ストックオプション（権

利行使時の払込金額を１株当たり１円とするもの）｣であり、当社株主の皆様との利害の共有

化を図るとともに、企業価値の一層の増大を図ることを目的として、より業績に連動した取

締役の報酬として、常勤取締役に対し割り当てるものです。 

「株式会社メガロス 2014年度第２回新株予約権」は｢時価型ストックオプション（権利行

使時の払込金額を時価基準により決定するもの）｣であり、業績向上へのインセンティブとし

て、常勤取締役及び従業員に対し割り当てるものです。 

 

３．新株予約権の内容 

 

１．名称 株式会社メガロス 

2014年度第１回新株予約権 

（株式報酬型） 

株式会社メガロス 

2014年第２回新株予約権 

（時価型） 

２．新株予約権の割当て

の対象者及びその

人数並びに割り当

てる新株予約権の

数 

常勤取締役（３人）に対し、69個を

割り当てる。 

常勤取締役（３人）に対し、100個

及び従業員（21人）に対し、250個

を割り当てる。 

申込みがあった人数又は新株予約権の数が前記の数に達しない場合は、そ

の申込みのあった人数及び数をもって、割り当てる人数及び新株予約権の

数とする。 

３．新株予約権の目的と

なる株式の種類及

新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「目的株式数」という）

は、当社普通株式100株とする。 
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び数 なお、新株予約権発行後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の

算式により目的株式数を調整するものとする。但し、かかる調整は本件新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的株式数に

ついて行われ、調整により生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てる。 

 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下総称して「合

併等」という）を行う場合、株式の無償割当てを行う場合、その他株式数

の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当ての条件等を勘案

のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

４．新株予約権の総数 69個 350個（常勤取締役（３人）100個、

従業員（21人）250個） 

割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる

新株予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもっ

て発行する新株予約権の総数とする。 

５．新株予約権の払込金

額 

割当日において、ブラックショール

ズモデルにより算出した１株当た

りのオプション価格に目的株式数

を乗じた金額とする。 

なお、取締役に対して新株予約権の

払込金額の総額に相当する金銭報

酬を支給することとし、この報酬の

請求権と新株予約権の払込金額を

相殺する。 

新株予約権と引換えの金銭の払込

みはこれを要しない。 

なお、割当てを受ける者に特に有利

な条件となるものではない。 

６．各新株予約権の行使

に際して出資され

る財産の価額又は

その算定方法 

新株予約権の行使に際してする出

資の目的は金銭とし、その価額は、

新株予約権の行使に際して払込み

をすべき１株当たりの金額（以下

「行使価額」という）を１円とし、

これに各新株予約権の目的株式数

を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使に際してする出

資の目的は金銭とし、その行使価額

に各新株予約権の目的株式数を乗

じた金額とする。行使価額は、割当

日の属する月の前月の各日（終値の

ない日を除く）の東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の

終値の平均値に1.05を乗じた金額

（１円未満の端数は切上げ）又は割

当日の終値（終値がない場合は、そ

れに先立つ直近日の終値）のいずれ

か高い金額とする。 

※行使価額の調整については末尾

参照 

７．新株予約権を行使す

ることができる期

間 

平成27年８月18日から平成32年８

月17日まで 

平成28年８月18日から平成33年８

月17日まで 

８．新株予約権の行使の

条件 

①新株予約権の割当てを受けた者

（以下｢対象者｣という)は、新株

予約権の行使時まで継続して、当

社の取締役、監査役、相談役、顧

問、理事、参与その他これらに準

じる地位又は従業員の地位（以下

総称して「要件地位」という）に

あることを要する。 

①左記①と同じ。 

②対象者は、新株予約権の行使時点

で当社の就業規則に基づく諭旨

解職若しくは懲戒解職の決定又

はこれらに準じる事由がないこ

とを要する。 

③対象者が要件地位を喪失した場

合でも、要件地位喪失の理由が、
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②対象者が要件地位を喪失した場

合、①にかかわらず、要件地位喪

失日又は前記７に定める新株予

約権を行使することができる期

間（以下「権利行使期間」という）

の開始日のいずれか遅い日から

１年が経過する日（但し、権利行

使期間の満了日までとする）まで

に限り、新株予約権を行使するこ

とができる。 

③対象者が死亡したときは、その直

前において、対象者が①の条件を

満たしていた場合、又は②に基づ

き行使することができた場合に

は、その相続人は当該新株予約権

を相続し、新株予約権を行使する

ことができる（当該相続により承

継した者を以下「権利承継者」と

いう）。但し、権利承継者が行使

することができる期間は、①の場

合は、対象者死亡の日又は権利行

使期間の開始日のいずれか遅い

日から１年が経過する日（但し、

権利行使期間の満了日までとす

る）までとし、②の場合は、対象

者が②に基づき行使することが

できるとされた期間と同一とす

る。 

④権利承継者が死亡した場合、その

相続人は新株予約権を行使する

ことができない。 

⑤対象者又は権利承継者は割当て

を受けた新株予約権を１回に限

り行使することができるものと

し、これを複数回に分割して行使

することはできない。 

⑥新株予約権１個の一部について

の権利行使はできない。 

⑦その他の条件については、当社と

対象者との間で締結する「新株予

約権割当契約」の定めるところに

よる。 

定年退職、契約上限年齢到達によ

る退職、社命による退職、業務上

の傷病による廃疾を主たる理由

とする退職、やむを得ない事業上

の都合による解雇（整理解雇）、

又はこれらに準じる理由による

退任・退職であるときは、①にか

かわらず、要件地位喪失日又は権

利行使期間の開始日のいずれか

遅い日から１年が経過する日（但

し、権利行使期間の満了日までと

する）までに限り、新株予約権を

行使することができる。 

④対象者が死亡したときは、その直

前において、対象者が①及び②の

条件を満たしていた場合、又は③

に基づき行使することができた

場合には、その相続人は当該新株

予約権を相続し、新株予約権を行

使することができる。但し、権利

承継者が行使することができる

期間は、①及び②の条件を満たし

ていた場合は、対象者死亡の日又

は権利行使期間の開始日のいず

れか遅い日から１年が経過する

日（但し、権利行使期間の満了日

までとする）までとし、③の場合

は、対象者が③に基づき行使する

ことができるとされた期間と同

一とする。 

⑤左記④と同じ。 

⑥対象者又は権利承継者は割当て

を受けた新株予約権を２回を超

える回数に分割して行使するこ

とができない。 

⑦左記⑥と同じ。 

⑧左記⑦と同じ。 

９．新株予約権の行使に

より株式を発行す

る場合における増

加する資本金及び

資本準備金の額 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

の額は、会社計算規則第17条第１項に従い計算される資本金等増加限

度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切り

上げる。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準

備金の額は、①に記載の資本金等増加限度額から①に定める増加する

資本金の額を減じた額とする。 

10．新株予約権の取得に

関する事項 

以下に定める議案を目的事項とする株主総会の招集を取締役会が決議し

た場合（株主総会決議が不要の場合は当該議案につき取締役会が決議した
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場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合において、取

締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当

社は新株予約権の全部又は一部を無償で取得する。なお、新株予約権の一

部を取得する場合には、当社取締役会の決議によりこれを定める。 

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

②当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案 

③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

④当社の発行する全部の株式の内容として、譲渡による当該株式の取得に

ついて当社の承認を要する旨の定めを設ける定款変更の議案 

⑤新株予約権の目的である株式の内容として、譲渡による当該株式の取得

について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が

株主総会の決議によってその全部を取得できることについての定めを

設ける定款変更の議案 

11．新株予約権の譲渡制

限 

譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要

する。 

12．組織再編を実施する

際の新株予約権の

取扱いについて 

当社が、合併（合併により当社が消

滅する場合に限る）、吸収分割、新

設分割、株式交換又は株式移転（以

下総称して「組織再編行為」という）

をする場合、組織再編行為の効力発

生日の直前において残存する新株

予約権（以下「残存新株予約権」と

いう）の新株予約権者に対し、合併

後存続する株式会社、合併により設

立する株式会社、吸収分割をする株

式会社がその事業に関して有する

権利義務の全部若しくは一部を承

継する株式会社、新設分割により設

立する株式会社、株式交換をする株

式会社の発行済株式の全部を取得

する株式会社、又は株式移転により

設立する株式会社（以下総称して

「再編対象会社」という）の新株予

約権を以下の条件にて交付する。こ

の場合において、残存新株予約権は

消滅し、再編対象会社は新株予約権

を新たに交付する。但し、以下の条

件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株

式移転計画において定めた場合に

限る。 

①交付する再編対象会社の新株予

約権の数 

残存新株予約権と同一の数を

それぞれ交付する。 

②新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とす

る。 

同左 

①左記①と同じ。 

②左記②と同じ。 

③左記③と同じ。 

④新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額又はその算定

方法 

新株予約権の行使に際してす

る出資の目的は金銭とし、その

価額は、組織再編行為の条件等

を勘案のうえ前記６の行使価

額に準じて決定された金額に、

③に従って決定される新株予

約権の目的である再編対象会

社の株式の数を乗じた金額と

する。 

⑤左記⑤と同じ。 

⑥左記⑥と同じ。 

⑦左記⑦と同じ。 

⑧左記⑧と同じ。 

⑨左記⑨と同じ。 

⑩左記⑩と同じ。 
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③新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案

のうえ、前記３に準じて決定す

る。 

④各新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額又はその算

定方法 

新株予約権の行使に際してす

る出資の目的は金銭とし、その

価額は１株当たりの払込みを

すべき金額を１円とし、これに

③に従って決定される新株予

約権の目的である再編対象会

社の株式の数を乗じた金額と

する。 

⑤新株予約権を行使することがで

きる期間 

権利行使期間の開始日と組織

再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、権利行使期間

の満了日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する

資本金及び資本準備金に関する

事項 

前記９に準じて決定する。 

⑦譲渡による新株予約権の取得の

制限 

譲渡による新株予約権の取得

については、再編対象会社の承

認を要する。 

⑧新株予約権の行使の条件 

前記８に準じて決定する。 

⑨新株予約権の取得に関する事項 

前記10 に準じて決定する。 

⑩新株予約権を行使した際に１株

に満たない端数がある場合の取

決め 

後記15 に準じて決定する。 

13．新株予約権の割当日 平成26年８月18日 

14．新株予約権証券 新株予約権者は当社に対して、新株予約権証券の発行請求を行わないもの

とし、当社も新株予約権者に対して新株予約権証券の発行は行わない。 

15．新株予約権の行使に

より発生する端数

の切捨てについて 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、

これを切り捨てるものとする。 

16．その他 必要な細目にわたる事項は、取締役社長に一任する。 

 

※当社普通株式につき株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

 

また、当社がその発行する当社普通株式又はその処分する当社の保有する当社普通株式を引き受け

る者の募集をする場合であって、払込金額が引き受ける者に特に有利な金額であるときは、次の算

式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 

 

 

調整後 

行使価額 

 

 

＝ 

 

 

調整前 

行使価額 

 

 

× 

 

既発行株式数

 

＋

新規発行株式数 × 
１株当たりの

払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

 

 

前記の算式で使用する「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通

株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場

合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの

処分金額」と読み替える。 

 

前記のほか、当社は、株式又は新株予約権の無償割当てを行う場合、その他行使価額の調整を必要

とする場合には、当社が必要と認める行使価額の調整を行う。 

 

以 上 


